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災害対策基本法

1959年伊勢湾台風を契機として1961年に制定

内閣府・防災情報ＨＰより

防災基本計画の構成

内閣府・防災情報ＨＰより

防災基本計画の体系



地震被害想定の目的

兵庫県ＨＰより

様々な機関による首都直下地震と被害想定

○内閣府・中央防災会議

2005年被害想定（東京湾北部地震など１３の震源パターンで計算）

2013年被害想定（都心南部地震など１９の震源パターンで計算）

○文部科学省・首都直下地震防災・減災特別プロジェクト（東京大学地
震研究所など、2011）

フィリピン海プレートが首都直下で約10km程度浅い、

東京湾北部直下のM7.3で、広域な震度６強、一部震度７も・・

○自治体（東京都など）

2011年東京都被害想定（10km程度浅い震源）、ほか多数

・国・自治体による被害想定での注意点：

・震源や地盤モデルの設定、使用するデータや想定手法により、結果
は大きく異なる。公開されている結果は無数にあるケースのごく一
部。被害の全体像を知るのが主目的であり、個別地域での結果の
精度は高くなく、一般に被害を大きめ（安全側）にする傾向あり。

地震被害推定の流れ

三菱総合研究所ＨＰ：http://www.mri.co.jp/NEWS/magazine/journal/44/__icsFiles/afieldfile/2009/06/19/jm05013101.pdf

工学基盤

地表面

表層地盤に
よる増幅効果

破壊開始点

地震動伝播モデル
（経験式・理論計算）

地震被害想定
の概要

震源断層モデル

人・物・経済
被害推定

経験式による地震動評価の例



表層地盤と増幅特性
地形分類

表層地盤と増幅特性地形分類地盤増幅率（1.2～2.5）

建物被害推定

• 地震被害の推定は、地
震動と対象物の被害率
に関する経験式である
被害関数を使用する

• 対象物は建物の被害推
定の他、ライフライン
（交通、通信、上下水道、
電気、ガスなど）や危険
物、人的資源に関する
情報、及び被害関数
（地震動の強さと被害率
との関係式を用いる。

被害関数の例（木造独立住宅）

東京都の古い木造家屋の分布
ー地震動強さから建物の被害を推定ー



東京都の昼間人口分布
ー建物の被害推定結果から人的被害推定へー

東京都の夜間人口分布
ー建物の被害推定結果から人的被害推定へー

ＧＩＳ（地理情報システム）
建築情報処理Ⅰ、Ⅱで学習

首都圏で想定すべき震源モデル（相模トラフ・首都直下地震）

防災科学技術研究所：長周期地震動予測地
図作成支援事業（平成24年度成果報告書）

相模トラフの震源モデルの例
S1（S1）：大正関東地震（Mw7.9）
S12（S1+S2)：元禄関東地震（Mw8.3）
ST123D（全て合計）：最大級地震（Mw8.6）

日本周辺のプレート構造（上）
関東直下のプレート構造断面（下）

活断層（立川断層など）

プレート境界型地震
（東京直下の深さ20～30km）

（関東・東海地震、首都圏直
下地震など）

大正関東地震
（M7.9） 元禄関東地震（M8.2）

相模トラフ最大級の地震
（M8.6）

フィリピン海プレート上面の等深度図

首都直下地震
（M7？）

プレート内地震

（都心南部直下地
震など）

首都圏における歴史地震の履歴



首都圏で緊急に検討対象とすべき地震

（内閣府 防災情報・首都直下地震対策のHP報告書より）

首都直下地震として
想定した震源モデル

（１９地震）

（内閣府 防災情報・
首都直下地震対策のHP報告書より）

代表的な首都直下地震の想定震源（前回との比較）

新宿区は南半分が
６強、北は６弱

被害想定項目（人的・物的・経済被害）

（内閣府 防災情報・
首都直下地震対策
のHP報告書より）



被害想定の前提条件（想定シーン）

（内閣府 防災情報・首都直下地震対策
のHP報告書より）

被害推定に用いる震度と建物の全壊率

全壊率 全壊率

非木造建物木造建物
→良い建物を建て、しっかりと維持管理し、永く使い続ける

被害想定手法の事例紹介
ー地震火災と被害（出火の経験式）ー

→出火件数から消火件数（神戸実績）を除き、
250mメッシュで延焼計算（風速3または8m）

被害想定手法の事例紹介
ー建物倒壊と人的被害（死者数の経験式）ー

注：超高層建築は
評価不能で除外



被害想定手法の事例紹介
ー火災と人的被害（死者数の経験式）ー

被害想定手法の事例紹介
ー屋外落下物と人的被害（死者数の経験式）ー

被害想定手法の事例紹介
ーライフライン被害（上水道の断水の経験式）ー

被害想定手法の事例紹介
ー生活への影響（避難者数の経験式）ー



被害想定手法の事例紹介
ー生活への影響（帰宅困難者の経験式）ー

被害想定手法の事例紹介
ーその他の被害（地下街・ターミナル駅）ー

都心南部直下地震による建物被害推定結果 都心南部直下地震による全壊・焼失建物数

全壊棟数
焼失棟数
冬夕
風速 8 m/s



都心南部直下地震による人的被害推定結果

○ 想定負傷者数 最大 約１２３，０００人
○ 想定重傷者数 最大 約 ２４，０００人

（都区部 約１３，０００人）
○ 東京都内の救急車数 ３３７台
○ 災害拠点病院数

東京都：７０ 神奈川県：３３
千葉県：１９ 埼玉県：１５

○ 全国のＤＭＡＴ数 １，１５０チーム

東京都被害想定（2011）での東京湾北部地震（冬夕方18時・風速８ｍ/秒）で死者約9,700名

建物の耐震化による被害低減効果

耐震化：現行の建築基準法（1981年改正）に基づく耐震性能を有すること。但し、

建築基準法は守るべき最低限の基準であるため、人口稠密な東京の建物はより
高い耐震性能（耐震等級２以上、免震など）を目指すべき

建物倒壊は、火災発生を誘引するだけでなく、地域での道路を閉塞するなど、救
急・救援活動を大きく妨げる妨げ

出火防災対策の効果

出火防止対策は、自助・共助で取り組むべき最優先事項（含：建物耐震性向上）

家具等の転倒・落下防止の効果



都心南部直下地震による避難者数の推定結果

建物被害だけでなく、断水・停電でも避難者数に計上。居住不可能の建物以外、
充分な備蓄（できれば１週間分）をして自宅待機が原則

都心南部直下地震による帰宅困難者数の推定結果

周辺状況が分かるまで建物・地域で待機が原則。その後、残る者（BCPコアメンバー
など）、帰宅する者の選別が必要（コアメンバーは最低１週間分の備蓄、交代・・）

都心南部直下地震による物資・医療機能被害の様相

充分な備蓄（できれば１週間分）と自宅待機、軽症・中等症は自助・共助が原則

東京都の新たな被害想定（２０１１）
～首都直下地震等による東京の被害想定～

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

○ 東日本大震災を踏まえ、現行の被害想定を見直し 

◆ 客観的なデータや科学的な裏付けに基づき、より実態に即した被害想定へと全面的に見直し（地震モデル、火災の想定手法の改良） 

震源が浅くなるため、従来の想定より震度が大きくなる ◆ フィリピン海プレート上面の深度が 

従来の想定より浅いという最新の知見を反映 

  

 

◆ 最大震度７の地域が出るとともに、震度６強の地域が広範囲に 

◆ 津波による被害想定を実施   

◆ 東京湾沿岸部の津波高は、満潮時で最大Ｔ.Ｐ.２．６１ｍ（品川区） 

※地盤沈下を含む。 （T.P. ＝ 東京湾平均海面） 

区部木造住宅密集地域で、建物倒壊や焼失などによる大きな被害 

震度６強以上の範囲は、東京湾北部地震  区部の約７割 

多摩直下地震   多摩の約４割 

○ 想定結果の特徴 

追 加 

追 加 【活断層で発生する地震】  立川断層帯地震   （M7.4） 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクトの研

究成果を反映し、最新のモデルで検証 

【海溝型地震】       元禄型関東地震   （M8.2） 

再検証 

過去の記録等で、都内に最も大きな津波をもたらしたとされる 

元禄関東地震（1703年）をモデルとして検証 

東京湾北部地震  （M7.3） 

多摩直下地震   （M7.3） 

大規模海溝型地震の検証 

地下の浅い部分で発生する地震の検証 

河川敷等で一部浸水のおそれがあるが、死者などの大きな被害は生じな

い 

【首都直下地震】 

◆ 東京湾北部地震の死者が最大で約９，７００人 



被害の概要（冬の夕方18時・風速８ｍ/秒）

 【首都直下地震】 【海溝型地震】 【活断層で発生する地震】

 東京湾北部地震　　（Ｍ７．３）  多摩直下地震　　（Ｍ７．３）  元禄型関東地震　　（Ｍ８．２）  立川断層帯地震　　（Ｍ７．４）

死者 約 9,700 人 約 4,700 人 約 5,900 人 約 2,600 人

揺れ 約 5,600 人 約 3,400 人 約 3,500 人 約 1,500 人

火災 約 4,100 人 約 1,300 人 約 2,400 人 約 1,100 人

負傷者 約 147,600 人 約 101,100 人 約 108,300 人 約 31,700 人

（うち重傷者） (約 21,900) 人 (約 10,900) 人 (約 12,900) 人 (約 4,700) 人

揺れ 約 129,900 人 約 96,500 人 約 98,500 人 約 27,800 人

火災 約 17,700 人 約 4,600 人 約 9,800 人 約 3,900 人

建物被害 約 304,300 棟 約 139,500 棟 約 184,600 棟 約 85,700 棟

揺れ 約 116,200 棟 約 75,700 棟 約 76,500 棟 約 35,400 棟

火災 約 188,100 棟 約 63,800 棟 約 108,100 棟 約 50,300 棟

約 339万 人 約 276万 人 約 320万 人 約 101万 人

約 517万 人帰宅困難者

避難者の発生（ピーク：１日後）

人
的
被
害

物
的
被
害

原
因
別

原
因
別

原
因
別

約5,600
約2,900
約2,700

約159,000
（約24,000）

約437,000
約127,000
約310,000

前回（平成18年）
の最悪想定

前回からの減少は、旧耐震建物の減少・最大風速を18 m/sか

ら 8 m/sなど。前回同様、被害は主に住宅地が対象で、高層

建築や鉄道被害など都心部型の被害は殆どが対象外。

４つの想定震源モデル
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立川断層帯地震（M7.4）
（強震動：深さ2 km -18 km）

元禄型関東地震(M8.2)

東京湾北部地震（M7.3）多摩直下地震（M7.3）

地盤の揺れやすさ（震度増分）

 
ゆれやすさ 

ゆれやすい 

 ↑ 

 

 ↓ 

ゆれにくい 

 

 

震度分布

多摩直下地震（M7.3）

東京湾北部地震（M7.3）



 
震度分布

元禄型関東地震（M8.2）

立川断層帯地震（M7.4）

地表断層による被害は考慮せず

2011年福島県浜通り地
震による被害（建徳寺）

液状化・急傾斜地危険度

東京湾北部地震（M7.3）

多摩直下地震（M7.3）

５＜PL：液状化危
険度がやや高い

PL<5：液状化危険
度が低い

焼失棟数
（冬18時 風速8m/s）

 
東京湾北部地震による
全壊・焼失棟数の分布 津波高及び津波浸水

（元禄型関東地震）

 
津波の高さ（初期潮位基準）

海岸堤防 
津波の最大水位 

地震後の地形 

地震前の地形 

浸水深 

地盤の隆起・沈降量 

真の津波の高さ 

初期潮位（H.W.L.）

地震直後の初期潮位 

最大津波高、津波到達時間（30cm高）、最大津波到達時間



 

 

浸水想定図（水門開放の場合）浸水想定図（水門開放の場合）

津波高及び津波浸水被害（元禄型関東地震）

→被害想定では人口統計データ上は、死者０．但し、堤防外の広域避難場所等での被害などは考慮無し

歴史上のＭ７級の首都直下地震
30年70％の発生確率とは？

前回：地震調査研究推進本部、相模トラフ沿いの地震活動の長期評価、2004
今回：地震調査研究推進本部、相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（第二版）について、2014

番号 前回 今回 地域・名称 西暦 北緯 東経 Ｍ 被害摘要

1 元和江戸 1615 35.7 139.7 6.8 家屋が倒壊し，死傷多く，地割れを発生．

2 寛永小田原 1633 35.2 139.2 7.0 小田原で民家の倒潰多く，死150．熱海に津波が襲来．

3 慶安相模 1648 35.2 139.2 7.0 小田原城破損，領内で潰家が多かった．死1

4 慶安武蔵 1649 35.8 139.5 7.0 川越で大地震，町屋700軒ほど大破．圧死多数．

5 元禄関東 1703 34 .7 139 .8 8 .2 房総半島南部・小田原で被害大、死者約1万人、津波有

6 ○ 天明小田原 1782 35.4 139.1 7.0 小田原城天守傾き，江戸でも潰家、死者あり

7 ○ 嘉永小田原 1853 35.3 139.15 6.7 小田原で被害大、潰家あり

8 ○ 安政江戸 1855 35 .7 139 .8 7 .1 江戸下町で被害大、死者7千人以上

9 ○ ○ 明治東京 1894 35.7 139.8 7.0 東京・横浜の被害が大、東京で死24．川崎・横浜で死7

10  ○ 東京湾付近やや深い 1894 35.6 139.8 6.7 建物に小被害

11 ○ ○ 茨城県南部 1895 36.1 140.4 7.2 茨城県南部に被害大

12 ○ ○ 茨城県南部 1921 36 140.2 7.0 千葉・茨城県境付近に小被害

13 ○ ○ 浦賀水道 1922 35.2 139.8 6.8 東京湾岸に被害があり，東京・横浜で死各1

14 関東大震災 1923 35 .3 139 .1 7 .9 死者約10万人、住家全潰10万9千余，焼失21万2千余

15 丹沢 1924 35.3 139.1 7.3 死19，家屋全潰1200余．特に神奈川県中南部に著しい被害

16 西埼玉 1931 36.2 139.2 6.9 死16，家屋全潰207(住家76，非住家131)．

17 ○ 　 千葉県東方沖 1987 35.4 140.5 6.7 千葉県を中心に死2，傷161．住家全壊16，一部破損7万余

前回評価
119年間
に５回 今回評価

220年間
に8回

想定首都直下地震と安政江戸地震の震度分布

首都直下地震（東京都心南部地震、M7.3）
の推定震度例（201３内閣府）

どこでも震度６の可能性があることを意味
実際の地震でこのような分布にはならない 1855年安政江戸地震（M7）の震度分布

作成 中村 操 氏 http://www.bousai.go.jp/oshirase/h15/031222/2-3.pdf

様々な課題と対策１
まずは自助、続いて共助、そして公助への要望

• 大規模震災の直後では公的な助けは期待できない

• 自分たちの家や職場、まちは自分たちで守る

• 自助：家庭・職場で被害を出さない・負傷しない・避難し
ない対策：建物の耐震性向上（建築基準法は最低限基
準、できれば耐震等級Ⅱ以上）、室内の安全確保、最
低３日以上の備蓄。トイレ・明かり・お金・・・）

• 共助：自治会・自主防災組織との連携（防災訓練、祭
り・清掃・防犯等の行事）、地域防災拠点の整備（火災
にも水害にも強い一時集合場所など）

• あなたは自分のまちは好きですか？ → 「はい」、が災害
に強いまちの原点（地域のシンボル・拠点が必要）

• 公助：地域の総意として要望を出す（議員さんなども）



様々な課題と対策２
状況に応じた対応：災害対策は大は小を兼ねない

• 中小地震・大地震・最大級地震では対策が異なる
• ３原則：①ハザードマップを信じるな（あくまで参考）

②最善を尽くし、決してあきらめるな
③地域特性を知り、率先リーダーになれ

○中小地震（レベル１：確率は高く、緊急の対策が必要）：例えば、歴史的に数
多く発生した首都直下地震、震度５強・６弱のイメージ。例えば、建築・土
木・ライフライン施設は限定的だが被害あり、公共交通・幹線道路はマヒ状
態、復旧に数日要する状況。原則、自助で被災に対応。

○大地震（レベル２：確率は小さいが、対策が必要）：例えば、歴史上最大級の
安政江戸地震・関東大震災や想定首都直下地震、震度６弱・６強のイメー
ジ。大きな被害を受ける建築・土木・ライフライン施設があり、復旧に数週間
要する状況。自助・共助で被災に対応、原則、避難しない。

○最大級地震（レベル３：確率は０に近いが、長期的な対策が必要）：例えば、
伏在活断層や相模トラフの超巨大地震、震度６強・７のイメージ。多くの建
築・土木・ライフライン施設が被災し、復旧に数か月要する状況。自助・共
助で対応するが、延焼火災など場合、避難の選択もあり。

様々な課題と対策３
逃げる対策 × 逃げないための対策

• 津波危険地域や木造密集市街地（延焼火災）など、戦っても勝てない

相手が明確な場合は逃げる対策が必須

• 巨大都市などでは何が危険で、どこに逃げるか、は状況や地域によ

り大きく異なる。逃げることにより延焼火災や大群衆に巻き込まれる

危険、悲惨な避難所生活なども認識すべき。

→ 被害想定：避難者数・約300万人（直後）、最大で約720万人、帰宅

困難者数・約800万人（うち、東京で約500万人）。

• 避難しない・帰宅しない対策：東京（巨大都市）では自宅・職場待

機が原則。仮に被害が出た場合は、自助（家庭・職場）と共助（地域

の防災拠点を確保など）による多重防護で対応

• 避難所・一時滞在施設：避難所は住む家を無くした・無くす可能性の

ある住民のための滞在場所。行き場のない帰宅困難者の一時滞在

施設が課題、公開空地・地下空間活用などエリア防災が必要

建物の耐震設計：耐震･免震･制震

耐震構造
（耐震壁・筋交いなどで抵抗）

免震構造
（免震層で揺れを逃がす）

制振構造
（制振装置で揺れを吸収）

耐震補強の例
http://bousai.kke.co.jp/management

/2005/08/post_1.html

免震積層ゴムの例
http://www.jssi.or.jp/gaiyou/shoshin

/cutmodel.jpg

制震補強の例
http://www.jisf.or.jp/business/tec

h/build/photo/low.html
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地区防災計画について

内閣府：地区防災計画ガイドライン（概要）、平成26年3月



地区防災計画の基本的な考え方 地区防災計画の内容①

地区防災計画の内容② 地区防災計画提案の手続き



地区防災計画の実践と検証① 地区防災計画の実践と検証②

今後の方向性
ソーシャル・キャピタルと地域防災力の活性化

・ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）：物的資本(Physical 
Capital) や人的資本(Human Capital) などと並ぶ新しい概念で

あり、人々の協調行動を活発にすることによって、社会の効率
性を高めることのできる、「信頼」「規範」「ネットワーク」といった
社会組織の概念。

・地域コミュニティにおいて、人的なネットワーク、お互い様の意
識（規範・互酬性）、相互の信頼関係等が構築されている場合
は、共助による活動が盛んであり、防災や復興にも良い影響
がある。

・自助・共助による「ソフトパワー」を強化するとともに、地域コ
ミュニティにおける「ソーシャル・キャピタル」を促進することに
よって、地域防災力の向上と地域コミュニティの活性化が促進
されることが期待される。

内閣府：平成26年度版防災白書

2014年長野県神城断層地震
「白馬の奇跡」で死者ゼロ 全国の防災モデルに

・強い揺れに襲われた長野県白馬村では４０棟以上
の家屋が全半壊したが、住民らによる迅速な安否確
認と救助活動が功を奏し、死者をゼロに抑えた。

・３６棟が全半壊した堀之内（ほりのうち）地区では、
豪雪に耐える重い屋根が地面に崩れ落ち、路地を
ふさいでいる場所もいまだ多い。この地区に暮らす
白馬村消防団の横山義彦団長（５５）は「死者がな
かったのは奇跡だ。地域に濃密な人間関係があっ
たからこそ」と話す。

・７棟が全半壊した三日市場（みっかいちば）地区で
は５年ほど前から、高齢者の所在を地図に書き込み
災害時に地区の誰が誰を支援するか事前に決めて
いた。県独自の防災対策の一環だったが、住民が
とっさの行動に迷うことなく１時間ほどで４１世帯１１
８人の安否を確認できた。

産経ニュース http://www.sankei.com/affairs/news/141128/afr1411280050‐n1.html


